
１．肝炎治療促進のための環境整備１．肝炎治療促進のための環境整備 152152億円（億円（180180億円）億円）

肝炎治療特別促進事業（医療費助成）肝炎治療特別促進事業（医療費助成） 151151億円（億円（180180億円）億円）

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎に対するインターフェロン治療及び
核酸アナログ製剤治療への医療費助成を行う。

実 施 主 体 都道府県

対 象 者 Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者対 象 者 Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者

対 象 医 療
・ Ｂ型・Ｃ型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

・ Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療

自 己 負 担

限 度 月 額

原則１万円

（ただし 上位所得階層については２万円）限 度 月 額 （ただし、上位所得階層については２万円）

財 源 負 担 国：地方＝１：１

23年度予算(案) １５１億円23年度予算(案) １５１億円

総 事 業 費 ３０２億円

【【特特】】肝炎患者支援手帳の作成・配布肝炎患者支援手帳の作成・配布 ０．５億円０．５億円【【特特】】肝炎患者支援手帳の作成 配布肝炎患者支援手帳の作成 配布 ０．５億円０．５億円

Ｂ型・Ｃ型肝炎患者等に対して、肝炎の病態、治療方法に関する制度
等を 載 「 患者 援 帳 を 成 布 後 適 な治療等を記載した「肝炎患者支援手帳」を作成・配布し、今後の適切な治療
を促進する。

【【特特】】 地域肝炎治療コーディネーターの養成地域肝炎治療コーディネーターの養成 ０ ７億円０ ７億円【【特特】】 地域肝炎治療コ ディネ タ の養成地域肝炎治療コ ディネ タ の養成 ０．７億円０．７億円

市町村の保健師等に対して、Ｂ型・Ｃ型肝炎に関する既存制度の知識
などを習得させ、肝炎患者等が適切な治療を受け
られるようコーディネートができる者を養成する。



インターフェロン治療等をはじめとする肝炎のインターフェロン治療等をはじめとする肝炎の
早期・適切な治療の一層の促進早期・適切な治療の一層の促進

適切な治療を受けてい
ない理由

必 要 な 取 組

早期 適切な治療の 層の促進早期 適切な治療の 層の促進

肝炎患者・感染者であ
ることを知らない

・検査の受検勧奨の強化
・検査事業の委託医療機関の増加
【特】出張型検診の実施
【特】肝炎ウイルス検診の個別勧奨 等【特】肝炎ウイルス検診の個別勧奨 等

肝炎患者・感染者であ
ることを知っている

通院していない ・治療の必要性等に関する正しい知識の普及
・受療勧奨の強化
【特】肝炎患者支援手帳 作成 布【特】肝炎患者支援手帳の作成、配布

【特】地域肝炎治療コーディネーターの養成 等

通院している ・相談センターや地域医療機関等に係る情報提供の強化

肝疾患診療ネ ト ク構築等 肝疾患診療連携拠点

肝炎治療に適した医療
機関へアクセスできて ・肝疾患診療ネットワーク構築等、肝疾患診療連携拠点

病院の活動充実 等

機関へアクセスできて
いない。

医師からＩＦＮ治療等を勧め地域の診療体制が 不安や多忙が主因である場合医師からＩＦＮ治療等を勧め
られているが、IFN治療等を
受けていない

地域の診療体制が
できており、治療に
適した医療機関に通
院中

・相談センターにおける広報強化
・相談員の研修の充実など、相談体制の強化
・事業主等へ従業員の肝炎治療に対する配慮を要請す

不安や多忙が主因である場合

経済的負担が主因である場合 ・事業主等へ従業員の肝炎治療に対する配慮を要請す
る等

・医療費助成制度の更なる
周知徹底 等

経済的負担が主因である場合

２．肝炎ウイルス検査の促進２．肝炎ウイルス検査の促進 5555億円（億円（ 2626億円）億円）

●● 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備
（特定感染症検査等事業）（特定感染症検査等事業）（特定感染症検査等事業）（特定感染症検査等事業）

・検査未受診者の解消を図るため、医療機関委託など利便性に配慮し
た検査体制を整備。た検査体制を整備。

※ 緊急肝炎ウイルス検査事業の延長

【特】特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 １億円１億円【特】特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 １億円１億円

都道府県等が、保健所や委託医療機関で実施している肝炎ウイルス検査について、出

張型の検査も実施することで、検査のより一層の促進を図る。

●● 市町村における肝炎ウイルス検診等の実施（健康増進事業）市町村における肝炎ウイルス検診等の実施（健康増進事業）

【特】肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加 ３２．３億円３２．３億円

４０歳以上５歳刻みの者を対象として、無料で検査を受けることが可能な個別４０歳以上５歳刻みの者を対象として、無料で検査を受けることが可能な個別
勧奨メニューを追加し、検査未受検者への受検促進の一層の強化を図る。




